
▽
所
得
税

３
．
宗
教
法
人
に
財
産
（
不
動
産
）
を
贈
与
（
寄
附
）
し
た
場
合

⑴
原
則個

人
が
宗
教
法
人
に
対
し
て
土
地
等
の
不
動
産
の
贈
与
又
は
遺
贈

を
し
た
場
合
、
金
銭
の
授
受
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
所
得
税
法
上
、
そ

の
土
地
等
を
時
価
で
譲
渡
し
、
そ
の
譲
渡
代
金
を
寄
附
し
た
も
の
と

み
な
し
ま
す
（
所
得
税
法
第
59
条
第
１
項
）。

そ
の
た
め
、
土
地
等
を
寄
附
し
た
個
人
に
対
し
て
譲
渡
所
得
税
が

課
税
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

⑵
特
例す

べ
て
の
寄
附
の
場
合
に
所
得
税
を
課
す
こ
と
は
、
自
ら
の
資
産

を
公
益
の
た
め
に
役
立
て
よ
う
と
す
る
善
意
の
芽
を
摘
む
こ
と
に
も

な
り
か
ね
な
い
た
め
、
そ
の
贈
与
又
は
遺
贈
が
教
育
又
は
科
学
の
振

興
、
文
化
の
向
上
、
社
会
福
祉
へ
の
貢
献
そ
の
他
公
益
の
増
進
に
著

し
く
寄
与
す
る
等
、
一
定
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
、
国
税
庁
長

官
の
承
認
を
得
る
こ
と
に
よ
っ
て
非
課
税
の
措
置
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
ま
す
（
租
税
特
別
措
置
法
第
40
条
第
１
項
）。

宗
門
総
合
振
興
計
画
の
一
環
と
し
て
、
適
正
な
寺
院
運
営
に
資

す
る
た
め
、『
宗
報
』（
令
和
２
年
４
月
号
）
よ
り
、
宗
教
法
人
の

会
計
・
税
務
に
つ
い
て
、
掲
載
し
て
お
り
ま
す
。

今
号
は
、
引
き
続
き
所
得
税
に
つ
い
て
掲
載
い
た
し
ま
す
。

寺院の適切な管理運営について

▷ 会計・税務⑭

寺院活動支援部〈一般寺院担当〉

宗門総合振興計画 vol.8 - 47
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⑶
特
例
を
受
け
る
た
め
の
要
件

非
課
税
の
適
用
を
受
け
る
た
め
の
主
な
要
件
は
次
の
通
り
で
す
。

①
２
年
以
内
に
公
益
を
目
的
と
す
る
事
業
の
用
に
直
接
供
さ
れ
る
こ
と
。

②
贈
与
者
や
遺
贈
者
、
そ
の
親
族
等
の
所
得
税
や
相
続
税
、
贈
与
税

の
負
担
を
不
当
に
減
少
さ
せ
る
も
の
で
は
な
い
こ
と
。

③
責
任
役
員
の
定
数
が
６
人
以
上
、
監
事
の
定
数
が
２
人
以
上
で
あ

り
、
評
議
員
会
（
総
代
会
等
）
の
制
度
が
設
け
ら
れ
て
お
り
、
評

議
員
の
定
数
が
責
任
役
員
の
定
数
の
２
倍
を
超
え
て
い
る
こ
と
。

④
役
員
の
う
ち
に
は
、
そ
の
者
及
び
そ
の
親
族
等
の
特
殊
関
係
者
の

合
計
数
が
３
分
の
１
以
下
で
あ
る
こ
と
。

⑤
解
散
に
伴
う
残
余
財
産
が
、
国
若
し
く
は
地
方
公
共
団
体
又
は
他
の

公
益
を
目
的
と
す
る
事
業
を
営
む
法
人
に
帰
属
す
る
こ
と
。

⑥
必
要
な
会
計
処
理
を
行
い
、
収
入
及
び
支
出
並
び
に
資
産
及
び
負

債
の
明
細
が
適
正
に
記
載
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

こ
の
よ
う
に
、
規
則
の
変
更
等
、
多
く
の
要
件
を
満
た
す
必
要
が

あ
り
ま
す
。

こ
の
特
例
は
、
非
常
に
大
き
な
税
制
優
遇
措
置
で
あ
る
た
め
、
国

税
庁
長
官
は
宗
教
法
人
側
の
公
益
性
の
判
断
を
厳
格
に
行
い
ま
す
。

な
お
、
こ
の
特
例
の
適
用
を
受
け
る
た
め
に
は
、
贈
与
等
が
あ
っ

た
日
か
ら
４
か
月
以
内
に
、
寄
附
を
し
た
者
が
承
認
申
請
書
を
所
轄

税
務
署
に
提
出
し
ま
す
。
た
だ
し
、
寄
附
が
11
月
16
日
か
ら
12
月
31

日
ま
で
の
間
に
行
わ
れ
た
場
合
は
、
寄
附
し
た
年
分
の
所
得
税
の
確

定
申
告
書
の
提
出
期
限
ま
で
と
な
り
ま
す
。

４
．
法
人
と
個
人
の
土
地
の
売
買

⑴
法
人
が
個
人
に
土
地
を
売
却
し
た
場
合
の
税
務

不
動
産
の
売
却
は
、
基
本
的
に
は
収
益
事
業
と
な
り
ま
す
が
、
宗

教
法
人
が
非
収
益
事
業
に
使
用
し
て
い
た
土
地
の
売
却
に
つ
い
て

は
、
収
益
事
業
に
該
当
し
ま
せ
ん
。
ま
た
、
売
却
す
る
土
地
が
収
益

事
業
に
使
用
さ
れ
て
い
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
一
定
の
要
件
（
使
用

期
間
等
）
を
満
た
す
場
合
に
は
収
益
事
業
の
損
益
に
含
め
な
い
こ
と

が
で
き
ま
す
。

⑵
個
人
が
法
人
に
土
地
を
売
却
し
た
場
合
の
税
務

個
人
が
法
人
に
土
地
を
売
却
し
た
場
合
で
、
そ
れ
に
か
か
る
土
地

の
取
得
価
格
等
を
比
較
し
、
売
却
価
格
が
高
い
場
合
と
低
い
場
合
と

で
は
税
務
処
理
が
異
な
り
ま
す
。
※
次
頁
参
照

な
お
、
財
産
を
時
価
の
２
分
の
１
未
満
の
価
格
で
売
却
し
た
場

合
、「
み
な
し
譲
渡
所
得
」
と
し
て
所
得
税
等
が
課
さ
れ
ま
す
（
所

得
税
法
第
59
条
、
同
法
施
行
令
第
169
条
）。

「
み
な
し
譲
渡
所
得
」
と
は
、
財
産
を
時
価
で
売
却
し
た
こ
と
で

収
入
が
あ
っ
た
と
み
な
し
、
そ
の
財
産
の
取
得
費
等
を
差
し
引
い
た

所
得
に
対
し
て
所
得
税
等
が
課
さ
れ
ま
す
。

情報コーナー

寺
院
の
法
人
規
則
で
あ
る
寺
則
の
変
更
手
続
き
に
つ
い
て
は
、

『
宗
報
』（
平
成
30
年
８
月
号
）
を
参
照
く
だ
さ
い
。
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５
．
法
人
と
個
人
の
土
地
の
交
換

⑴
概
要税

務
上
、
固
定
資
産
の
交
換
は
譲
渡
と
し
て
扱
わ
れ
、
譲
渡
所
得

税
の
課
税
の
対
象
に
な
り
ま
す
。
つ
ま
り
、
交
換
し
た
土
地
を
売
却

し
、
そ
の
資
金
で
取
得
し
た
土
地
を
購
入
し
た
と
考
え
ま
す
。

し
か
し
、
一
定
の
要
件
を
満
た
す
固
定
資
産
の
交
換
は
、「
固
定

資
産
の
交
換
の
特
例
」
に
よ
り
課
税
が
な
い
も
の
（
厳
密
に
は
、
課

税
の
繰
延
）
と
し
て
扱
わ
れ
ま
す
（
所
得
税
法
第
58
条
）。

⑵
固
定
資
産
の
交
換
の
特
例
適
用
の
要
件

①
交
換
に
よ
り
譲
渡
す
る
資
産
及
び
取
得
す
る
資
産
は
、
本
人
・
交

換
相
手
共
に
固
定
資
産
で
あ
る
こ
と
。
不
動
産
業
者
等
が
販
売
の

た
め
に
所
有
し
て
い
る
土
地
等
の
資
産
（
棚
卸
資
産
）
は
、
特
例

の
対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。

②
交
換
に
よ
り
譲
渡
す
る
資
産
及
び
取
得
す
る
資
産
は
、
い
ず
れ
も

土
地
と
土
地
、
建
物
と
建
物
の
よ
う
に
互
い
に
同
じ
種
類
の
資
産

で
あ
る
こ
と
。
こ
の
場
合
、
借
地
権
は
土
地
の
種
類
に
含
ま
れ
、

建
物
に
附
属
す
る
設
備
及
び
構
築
物
は
建
物
の
種
類
に
含
ま
れ
ま

す
。

③
交
換
に
よ
り
譲
渡
す
る
資
産
は
、
１
年
以
上
所
有
し
て
い
た
も
の

で
あ
る
こ
と
。
短
期
間
で
交
換
す
る
と
、
税
務
当
局
は
交
換
目
的

の
た
め
の
取
得
と
み
な
し
、
租
税
回
避
と
考
え
ま
す
。

④
交
換
に
よ
り
取
得
す
る
資
産
は
、
交
換
の
相
手
が
１
年
以
上
所
有

し
て
い
た
も
の
で
あ
り
、
か
つ
交
換
の
た
め
に
取
得
し
た
も
の
で

は
な
い
こ
と
。

寺院の適切な管理運営について

【例】売却した土地の価格6,000,000円（所有期間5年超）、購入時の価格7,000,000円の場合

6,000,000円（売却価格）－7,000,000円（取得価格）＝△1,000,000円（譲渡損失）

②取得価格＞売却価格

【例】売却した土地の価格10,000,000円（所有期間5年超）、購入時の価格7,000,000円の場合

10,000,000円（売却価格）－7,000,000円（取得価格）＝3,000,000円（譲渡所得）
3,000,000円（譲渡所得）×15％（所得税率）＝450,000円（所得税額）
450,000円（所得税）×2.1％（復興特別所得税）＝9,450円（復興特別所得税額）
3,000,000円（譲渡所得）×5％（住民税）＝150,000円（住民税額）
→税額合計　609,450円

①取得価格＜売却価格

取得価格が不明の場合は、時価の５％が取得価格となります。

譲渡損失の生じた年に他の土地又は建物の譲渡所得があれば、その金額から譲渡損失の
金額まで控除することができます。
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情報コーナー

本
内
容
は
、
宗
派
顧
問
税
理
士
「
税
理
士
法
人
ゆ
び
す
い
」

編
著
の
『
実
務
が
わ
か
る
「
宗
教
法
人
会
計
・
税
務
」
基
礎
か

ら
行
政
手
続
き
ま
で
』（
株
式
会
社
出
版
文
化
社
、
２
０
１
８
）
に

基
づ
き
、
掲
載
し
て
お
り
ま
す
。

⑤
交
換
に
よ
り
取
得
す
る
資
産
を
、
譲
渡

す
る
資
産
の
交
換
直
前
の
用
途
と
同
じ

用
途
に
使
用
す
る
こ
と
。

⑥
交
換
に
よ
り
譲
渡
す
る
資
産
の
時
価
と

取
得
す
る
資
産
の
時
価
と
の
差
額
が
、

こ
れ
ら
の
時
価
の
う
ち
、
い
ず
れ
か
高

い
方
の
価
格
の
20
％
以
内
で
あ
る
こ
と
。

※
上
記
参
照

な
お
、
こ
の
特
例
が
受
け
ら
れ
る
場
合

で
も
、
交
換
に
伴
っ
て
相
手
方
か
ら
金
銭

等
の
交
換
差
金
を
受
け
取
っ
た
と
き
は
、

そ
の
交
換
差
金
部
分
が
譲
渡
所
得
と
し
て

所
得
税
の
課
税
対
象
と
な
り
ま
す
。

【例】個人所有の土地（時価）7,000,000円、法人所有の土地6,000,000円。
　　　高い方の時価の20％（70,000,000円×20％）は、1,400,000円。

　　　時価の差額7,000,000円－6,000,000円＝1,000,000円≦1,400,000円
※要件を満たす
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